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経済産業省化学課

１．ポイント

１２月６日、上海（上海光大会展中心国際大酒店(Shanghai Everbright Convention & Exhibition Center International Hotel)）において、経済産業省、（社）日本化学工業協会（略称「日化協」）、中国政府商務部、中国石油・化学工業協会（略称CPCIA）の4者からなる「日中化学官民対話」の第3回会合が開催され、出席者は日中両国合わせて９０名を超える規模となり盛況であった。
　対話では、化学品貿易のみならず、省エネルギー、プラスチックリサイクル及び知的財産権など、化学産業を取り巻く幅広い問題について議論が交わされ、本対話における関係者の意識が高まり、本対話の必要性について意識が強まった。

２．参加者

○経済産業省化学課　眞鍋化学課長、渡邊化学課機能性化学品室長　ほか
○日化協　　　　　　日中化学産業交流連絡会代表世話人　田代東ソー会長　ほか
○中国商務部　　　　対外貿易司　朱興龍処長　ほか

○ＣＰＣＩＡ　　　　譚竹洲会長　ほか
３．会議概要

基調講演では、両国政府代表、日化協、ＣＰＣＩＡから、化学産業の現状と課題、今後の展望に加えて、本対話の意義について報告がなされた。

　会議前半は日中間の化学品貿易を中心とした議論が行われた。後半は日本における省エネルギー、プラスチックのリサイクルの取り組みについて説明するとともに、これらの問題に対する両国の現状と課題について意見交換が行われた。

　また、農薬をはじめとする化学品に対する中国での知的財産権の保護について議論が行われ、さらに電気・電子、自動車などのユーザー産業における世界的なグリーン購買の動きについて日本側より紹介された。
　本会合を終えるにあたり、

(1) 今後とも日中の化学産業の友好的な交流を深めること

(2) 中長期的な視点を有すること

(3) 日中両国にとって互いにwin-winの関係となることを目指すこと
を目的として、対話については、引き続き継続して開催することとなった。
　また、今後の化学産業全体を考える上では、日中間のみならず、アジア全体の動きが重要となることから、化学産業を取り巻く両国間の問題だけでなく、アジア全体、さらにはグローバルな問題についても議論していくことについて意見交換がなられた。

　さらに、省エネルギーやプラスチックのリサイクル等については、専門的なシンポジウムやセミナーを開催することについても、意見交換がなされた。

　なお、第４回は２００５年下半期に、日本にて開催の予定。
以上
